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１．はじめに

本論文の目的は，１９９０年代末までにわが国

で積み重ねられてきたオフィス空間のデザイン

に関する研究の到達地点を示し，今後の課題を

明らかにすることにある。本論文の結論を先取

りするならば，１９９０年末までに，わが国にお

いて蓄積されてきたオフィス空間のデザインに

関する研究は，①建築学者たちを中心としてオ

フィス空間内の快適性や機能性の向上に注目を

向けてきたこと，②経営学のアプローチを用い

て，オフィス空間のデザインとモラールや組織

内のコミュニケーションに関する実証研究を積

み重ねてきたこと，③これら２つの研究では，

オフィス空間内での実際の行動やオフィス空間

のデザインとパフォーマンスなど，研究者だけ

ではなく実務家も重視していた問題に対して十

分な実証努力が払われなかったという課題が残

されていたこと，の３点が明らかにされる。

本論に立ち入る前に，一見すると経営学者が

取り組むべき課題とは考えにくい対象であるオ

フィス空間にわれわれが注目を向ける理由を簡

単に確認しておこう。まず，実務面からオフィ

ス空間を研究対象とすることの重要性を指摘す

ることとしたい。

１‐１．実務家たちによるオフィス空間への注目

われわれがオフィス空間に注目する理由の１

つには，近年でも日本企業においてオフィス空

間のデザインに関して様々な取り組みが積み重

ねられて来ているということがある。こうした

取り組みが蓄積されてきた理由は大きく分けて

２つある。１つには，様々な改善活動が積み重

ねられてきた生産部門と比較して，オフィス・

ワーカーたちが勤務しているオフィス部門は生

産性の改善余地が多く残されていると見なされ

てきたためである１）。とりわけ，近年では，オ

フィス部門の知的生産性をどのようにして高め

るのかということが課題とされてきた。この課

題に対して，オフィス空間のデザインの観点か

らは，オフィス・ワーカーたちに創造性を発揮

させ，新規のアイデアを創出するためには，ど

のようなオフィスが望ましいか，という点に注

目が向けられてきた２）。たとえば，オフィス環

境をより機能的にすることなどが志向されてき

たのである。

電子メールなどの情報技術の普及により，オ

フィス・ワーカーの働き方が時間や場所に制約

されなくなってきている，ということも実務家

たちがオフィス空間のデザインに注目する１つ

の要因である（島田，１９９９）。たとえば，ホー

ム・オフィスのように普段は自宅などオフィス

の外で働き，メンバー同士が対面するのは定期

的な会議のみといった働き方がこの一例である

（松嶋，２００２）。その結果，以前のように多く

のオフィス・ワーカーがオフィス空間を共有し

ていた場合と比較すると組織内のコミュニケー

ションに関して変化が生じていることが想定さ

れる。オフィス・ワーカーの知的生産性を高め

るためには，その前提として情報や知識の共有

１）『週刊東洋経済』２００６年３月１１日，pp．９８－１０５．
２）『日 経 ア ー キ テ ク チ ュ ア』２００４年６月１４日，
pp．５６－５９．
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が必要であると考えられてきたにもかかわら

ず，以前と比較すると情報や知識の共有が図り

にくい状況になっていたのである。この問題を

解決するために，オフィス空間のデザインも考

慮すべき要因として注目を集め始めたのであ

る。

ここでより具体的な施策を３つ確認しておこ

う。まず，フリー・アドレス制度がその一例で

ある。フリー・アドレスとは，オフィス・ワー

カーに固定席を割り当てず，メンバー間で共有

する方式のことを指す（日本建築学会編，

１９９４）３）。固定席を割り当てないことで，オフィ

ス・ワーカーはオフィス空間内の様々な場所で

業務を遂行することができる。１人で作業を遂

行する際には他のメンバーと離れた席を利用

し，他のメンバーと打ち合わせをする際には近

接した席を利用することができるのである。ま

た，異なるユニットに所属するオフィス・ワー

カーと隣り合った席を利用することで，他のユ

ニットの情報を得ることもできるのである。す

なわち，フリー・アドレスを導入することに

よって，オフィス・ワーカー間のコミュニケー

ションを容易にし，情報の共有化を進めようと

しているのである４）。

偶発的なコミュニケーションを高めようとす

る試みとして，開放性を高めたオフィス空間や

オフィス・ワーカーの集まる場を設置する事例

なども多数報告されている。たとえば，キリン

ビール神戸工場では「マイスタールーム」と呼

ばれる大部屋を設置し，オフィス業務スペース

や休憩室，製造工程の監視スペース，ミーティ

ング・スペースとして，その大部屋を利用して

いる５）。さらに，「マイスタールーム」の周囲に

各製造工程の設備を配置し，それぞれの製造工

程にはマイスタールームへの出入り口を設置し

ている。そのため，各工程の担当者はオフィス

内を移動する際に，「マイスタールーム」を経

由して移動する必要がある。このオフィス空間

のデザインの目的は，「マイスタールーム」で

様々な部門に所属する人員が出会うことで部門

を横断したコミュニケーションを創発させるこ

とにある６）。また，開放的な空間をつくること

の利点を最大限に活かすだけでなく，それに

よって生じる作業に集中できない，プライバ

シーが確保できないといった問題を回避するた

めに，オフィス空間内に個室を設けるなど，目

的に合わせた適業適所を目的としたオフィスの

設計なども進められている７）。

これらの試みに加えて，分散していた拠点の

統合もオフィス空間をめぐる変化の１つとして

指摘することができる。たとえば，日産のデザ

インセンターの再構築の事例などがその一例で

ある８）。日産は新車開発においてデザイナーと

エンジニアが一体となって企画開発を行なうた

めに，新たなデザインセンターを設立した９）。

より具体的には，２階のデザインスタジオから

１階のモデルスタジオを眺めることができるな

ど，プロジェクトごとにデザイナーやモデ

ラー，関連するエンジニア，部品のサプライ

３）フリー・アドレスは，営業などの在籍率が低い
職種に関して有効な施策であると言われている
（日本建築学会編，１９９４）。具体的な導入事例と
しては，日本テレコム（『週刊東洋経済』２００６年
３月１１日，p．９９．）やキタムラ（『人事実務』第
１００６号，２００７，pp．６－１０．）などがある。

４）フリー・アドレスの導入理由として，スペース
を有効利用し，オフィスを維持するコストを削
減することも挙げられている（日本建築学会
編，１９９４）。

５）『人事実務』第１００６号，２００７，pp．１１－１５．
６）三井物産の「Reunion Room」も，部門を横断

したコミュニケーションの場として設置された
オフィス空間の事例である（『人事実務』第１００６
号，２００７，pp．２１－２４．）。

７）たとえば，『日経 SYSTEMS』２００９年８月，pp．４８－
５５．を参照。記事では，座席配置換えや座席レイ
アウトの工夫などによるコミュニケーションの
機会の創出事例も報告されている。

８）日産のデザインセンター再構築の事例について
は，『日経アーキテクチュア』２００７年６月２５日
号，pp．３８－５０．を参照。

９）この際に「コラボレーション・アンド・デザイ
ン」が目的とされた。

経 済 学 研 究8888（ ） ６３－１

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／２０１３　経済学研究Ｖｏｌ．６３，Ｎｏ１／本文／６　０００～０００　阿部様  2013.05.29 14.09.40  Page 88 



ヤーなどが連携しやすい設計になっている。そ

の他，ホンダは設計から生産準備までの作業を

早めることを狙いとして，R&D と開発部門の

拠点統合を行なっている１０）。これらの事例の狙

いとして共通している点は，部門間を近接して

配置することで，それ以前は接点を持たなかっ

たオフィス・ワーカー間のコミュニケーション

を新たに発生させようとする，という点であ

る。従来とは異なるメンバー間のコミュニケー

ションを通じて，新たな知識の創出や問題解決

活動を創始することが期待されているのであ

る。ここまでの事例で確認してきたように，日

本企業におけるオフィス空間のデザイン変更の

事例が近年でも多数報告されており，実務家が

オフィス空間にも注目を向けていることが示唆

される。このことが，われわれがオフィス空間

に着目する第１の理由である。

１‐２．経営学研究における意義

オフィス空間が実務家たちにとって活用可能

な経営資源の１つであることは，実務家たちが

これまでオフィス空間に寄せてきた関心から考

えると，十分理解可能であると思われる。しか

しながら，この一見すると実務家と建築学者，

建築に携わる実践家たちが解くべきと考えられ

るこの課題を，経営学者が着目する必要がある

のだろうか。ここで２つの理由に注目し，この

課題が経営学者にとっても注目に値することを

確認しておきたい。

まず，オフィス空間のデザインに関しては，

サイモンが「物理的な近接性はコミュニケー

ションの頻度を決定する実際の要因である。そ

れゆえ，オフィスのレイアウトは，コミュニ

ケーション・システムを決定する際に重要な公

式的要因のひとつである」（Simon，１９９７，p．

２１１）と指摘していたように，経営学者たちも

それが重要であるという認識は有していた問題

であると言えることが第１の理由である。

欧米の研究者だけではなく，日本国内でも野

中・竹内（１９９５）を嚆矢とする知識創造活動に

注目を向けている研究者たちや，伊丹（１９９９）

に代表される「場」の理論の研究者たちも，オ

フィスの空間とオフィス・ワーカーたちのコ

ミュニケーション行動との関係に関心を寄せて

きた。さらに近年になって，オフィス空間の設

計と知識創造活動との関連に着目した研究が経

営学以外の領域で活発化してきているように思

われる点も経営学からのアプローチが必要であ

ることを示唆している。たとえば，鯨井（２００

５）や社団法人ニューオフィス推進協議会など

が中心となって，これまで建築家たちが積み重

ねてきた知見を利用しながら，オフィス・ワー

カーの知識創造活動を支援するのに適切なオ

フィス設計について，いくつかの事例を紹介し

ている。

第２の理由として指摘できるのが，一部の実

務家や建築学者たちが指摘するように，オフィ

ス空間のデザインを行なう際には，ハードを設

計するだけではなく，そこでの働き方，管理者

の行動のとり方など，情報技術との組み合わせ

など経営学的な知見を利用した分析が必要だと

いうことがあげられる（平山，１９９３）１１）。それ

ゆえ，経営学者による研究を進展させるととも

に，領域を横断した対話の場を形成する必要が

あると思われるのである。実際には，クリエイ

ティブ・オフィスの運動など，建築に携わる実

１０）『日本経済新聞（朝刊）』２０１２年２月２４日，p．９．
その他にも雑誌記事レベルでは，様々な企業の
オフィス空間の設計事例が紹介されている。た
とえば，『人事実務』第１０９８号，２０１１，pp．１０－
２７．などを参照。

１１）平山（１９９８）は，オフィスは単なる箱としての
職場ではなく，多様化する業務や働き方を支援
する装置であると主張している。とりわけ，研
究開発部門など知識集約型業務に関しては，定
型業務の効率化ではなく，知識創造や知識共有
といった効果性の点からの検討が重要であると
も主張している。これらの活動を支援するため
には，①阻害要因の排除，②創造性支援環境の
構築，③オフィスからワークプレイスへ（物理
的環境に加えて情報環境を一体として捉えてい
くことの重要性）を主張している。

２０１３．６ 日本におけるオフィス空間のデザイン研究の変遷 阿部 8989（ ）
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践家や経営学者による対話の場が形成されてい

る。これらの試みは十分に評価できるのだけれ

ども，現段階では優れたオフィスの事例を報告

するに留まっている。こうした試みを補完する

ためにも，経営学領域においても実証研究に取

り組む必要があると考えられる。

経営学のアプローチにもとづき，建築に携わ

る実践家とも対話の場を形成しうる実証研究を

進展させるためには，研究に先立って関連する

領域について過去の研究知見の把握をすること

がきわめて重要であると考えられる。以下で

は，これまでの実務家たちの試みと実証研究の

到達地点を，１９８０年代から順に確認していく

ことにしたい。

２．オフィス空間のデザインに関する実践的な

取り組み

２‐１．ニューオフィス化：快適性と機能性の追

求

わが国において，オフィス空間のデザインが

実務家の注目を集め始め，考慮すべき問題の１

つであると強く認識され始めたのは，１９８０年

代以降である（赤岡，１９８９；中田，１９９２，島

田，１９９９）１２）。こうした変化の背後には，①第３

次産業の就業者の増加などにより労働力に占め

るオフィス労働者が増加し，オフィス業務の比

重が高まってきたこと，② OA 化に対応して

オフィス空間の再設計をする必要が高まってき

たこと，③ OA 化に伴い書類作成などルー

ティンワークに費やす時間が短縮され，創造的

な業務に振り向けられるようになったこと，④

CI（Corporate Identity）活動が重視されてい

たことや採用に関する企業イメージの向上，な

どが指摘されている（赤岡，１９８９；馬場，

１９８８；栄久庵，１９９１；乾・中村・窪田・丸山・

李，１９８９；中田，１９９２；小河，１９９２，１９９４；沖

塩，１９８７；小野田，１９９２；竹原，１９９２）１３）。

こうした変化を受けて，１９８６年７月に通商

産業省はニューオフィス推進委員会という私的

懇談会を設立している１４）。この懇談会の設置目

的は，高度情報化社会に対応したオフィス・シ

ステムの在り方について従来までのオフィスを

見直し，今後のオフィスにおける知的生産性の

向上と推進を図ることにあった。１９８６年１２月

には「ニューオフィス宣言」が発表されてい

る。具体的な内容は，①３０００万人オフィス・

ワーカーが生活の相当部分を過ごす場であるオ

フィスを快適かつ機能的なものに，②オフィス

は「人間の生活の場」であるとともに，OA 化

やネットワーク化に象徴される「情報化の中核

の場」，「企業文化の発現の場」，「国際化の前線

の場」，③オフィスにおける住まい方の検討，

適切なオフィス機器の導入を通じてオフィスの

多様性と柔軟性の確保を，④「ニューオフィス

ミニマム」の作成などによる経営者などの意識

改革により，ニューオフィス化の普及を，の４

点である１５）。翌年の１９８７年６月には通商産業

省の後押しを受け，ニューオフィス推進協議会

１２）なお，それ以前に関しては，建築学者たちでさ
えもオフィス空間の設計について興味や関心を
大きくは寄せていなかったことが指摘されてい
る（乾，１９９０）。なお，１９７０年代以降の日本のオ
フィスの変遷については，南（１９９９）を参照。

１３）さらに海外と日本とのオフィスの状況の格差が
明らかになってきたこともニューオフィス化が
志向された理由である。より具体的には，日本
のオフィスは低コストであり，欧米とフェアな
競争をしていないという主張が存在していた。
たとえば，『日経ビジネス』１９８９年１月３０日号

では，アメリカの執務スペースは，日本の執務
スペースの約２．６倍であることが報告されてい
る。

１４）ニューオフィス推進協議会の取り組む事業につ
いては，中田（１９９２）を参照のこと。

１５）小河（１９９２）は，ニューオフィス化を以下に示
すより具体的な次元で説明している。すなわ
ち，小河はニューオフィス化を，①業務対応の
オフィス展開，②オフィス立地の多様な展開，
③エルゴノミクス概念の導入，④企業のコミュ
ニケーションの場の確立，⑤全生活要素の導
入，⑥知的生産性・創造性重視，の６点から把
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（全１２４社が参加）が設立されている１６）。

このような運動の背景には，先に説明したオ

フィス・ワーカーの増加や OA 化の進展の結

果，オフィス空間そのものに対する不満や労働

者の健康などをめぐる様々な問題が生じていた

ことがある（沖塩，１９８７；寺田，１９８６）。ここ

では一例として，オフィス空間そのものに対す

るオフィス・ワーカーの不満に関する調査を確

認してみよう（通商産業省編，１９８７）。同調査

では，自社のオフィスに対して満足していると

回答したものは１．６パーセントであることが報

告されている。また，オフィスの機能面につい

て満足したものは８．２パーセントにとどまって

いた。より具体的に，オフィス・ワーカーの不

満を探っていくと，①生理的レベルの快適さの

欠如（気分転換のスペースがないことや空調の

不備など），②オフィス空間の美しさの欠如

（書類が氾濫していることやレイアウトが雑然

としていることなど），③仕事のしにくさ（レ

イアウト，動きづらさ，配線の問題）が指摘さ

れていたのである１７）。

これらの問題は，近藤（１９８３）や木村・中山

（１９８３）などによる以下の指摘にもみられる。

すなわち，１９８０年代に入ると OA 化が情報の

処理・伝達を目的とした機械の導入を中心とし

て進められ，実際にオフィスで働く人間に対す

る配慮がなされていなかった，という指摘であ

る１８）。より具体的には，オフィス内の人員増加

や OA 化に伴うオフィス環境の悪化（空調，

湿度，騒音）などの問題やオフィス機器が多く

のスペースを占め個々のオフィス・ワーカーの

タスク遂行が困難になるという問題には，十分

な注目が向けられて来なかったのである。その

ため，オフィス・ワーカーたちはオフィス空間

に不満を抱いていたのである。これらの問題を

解決する策として，より具体的には，オフィ

ス・ワーカーと OA 機器を適合させること，

スペースを効率的に利用すること，色彩やデザ

インなど心理的影響を考慮すること，室温や照

明などの生理的影響を考慮すること，エルゴノ

ミクスにもとづいたオフィス家具の導入，厚生

設備空間の設定，などに注目しオフィス内での

快適性と機能性をどのように高めていくべき

か，という点が検討されていたのである（今

村，１９９２；木村・中山，１９８３；小河，１９９２；寺

田，１９９０）１９）。すなわち，オフィス・ワーカー

握 で き る と 主 張 し て い る。そ の 他，竹 原
（１９９２）などがニューオフィス化の要因を指摘
している。

１６）その後，１９８８年には「ファシリティマネジメン
ト研究会」が設立された。同年６月には，日本
経済新聞社とニューオフィス推進協議会によっ
て「日経ニューオフィス賞」が設立された。こ
れらの一連の活動については，鯨井（１９９６）を
参照。

１７）ニューオフィス推進協議会は，オフィスの有効
面積について調査を行なっている。日本の平均
は８．６平方メートルであるのに対し，アメリカ
は２２．２平 方 メ ー ト ル，西 ド イ ツ は１４．８平 方
メートル，シンガポールは１４．２平方メートルで
あり，日本と海外のオフィスの有効面積には大
きな差が見られたのである（『朝日新聞（朝刊）』
１９８８年９月１４日，p．１７）。今 村（１９９２）で も，
スペースの狭さ，空調，リフレッシュ・スペー
スの不足などが問題点として指摘されている。

１８）小 谷 野・湧 田・岩 田・木 村・山 本・横 井・上
畑・武田・二神・広根・岩 崎・馬 場（１９８９）で
は，OA化がオフィス内での作業に与える影響に
ついて調査を行なっている。OA機器を使用して
いるオフィス・ワーカーに対して，質問票調査
を行ない，２４２人から回答を得ている。調査結果
では電子機器を長時間にわたって使用すること
によって，VDT症候群など眼の愁訴を訴えるオ
フィス・ワーカーが存在することが示されてい
る。また，話し声だけではなく，プリンタ等の
機械の起動音，電話などが相まって，オフィス
内が決して静かではないと多くのオフィス・
ワーカーが感じていることも示されている。そ
の他，当時のオフィス環境調査として近藤（１９８
９）や 鈴 木（１９９３），大 和 田・後 藤・朴（１９９
０），朴・後藤・大和田（１９９０）も参照のこと。
なお，オフィス内の照明の問題，喫煙の問題な
どに関しては，オフィス空間のデザインに携わ
る実務家たちが比較的長期にわたって関心を寄
せてきた問題である。三澤（２００３）などのよう
に２０００年代に入ってからも，実務家たちを中心
に検討を加えられてきた問題である。
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の活動を中心に考えたオフィス設計の重要性が

指摘されはじめてきたのである（木村・中山，

１９８３）。

２‐２．１９８０年代から１９９０年末までの実際の試

み

当時の実務家たちは，オフィス空間内の不快

な要因を除去し，オフィス空間の快適性や機能

性を高めることで，オフィス・ワーカーたちが

各々の作業により集中できる状況を実現しよう

としていた。また，快適性や機能性の向上を通

じて，オフィスに対する満足度を高めて，オ

フィス・ワーカーたちの創造性を発揮させるこ

とも実現しようとしていた（小河，１９９４）。こ

れら２つの実現のために，当時の実務家たちは

どのような取り組みをしていたのであろうか。

当時の具体的な試みが，赤岡（１９８９）によって

包括的に把握されている２０）。以下ではそれを参

照しながら，当時の試みを振り返ることとしよ

う２１）。

不快な要因の除去のために，オフィスの狭さ

や空調，照明などの改善が試みられてきた。よ

り具体的には，オフィスの面積を拡大すること

に加えて，天井を高くする，会議室等を集約し

そのスペースを削減することを通じて，オフィ

スの狭さの解消が図られてきた２２）。その他に

は，空調を一律調整するのではなく，小区画ご

とに細かく対応できるようにする，照明の方向

を調整する，蛍光灯がディスプレイに映ること

を避け，眼の疲労を避けることなどを進め，不

快な状況を改善しようとしてきた。

満足度を高めることを目的として，仕事環境

を改善としようして快適さを追求する試みも積

み重ねられてきた。赤岡は「やすらぎ，文化

的，うるおい」を追求する試みを紹介してい

る。たとえば，緑の植栽や絵画，ポスターを設

置することや，オフィス全体のカラー・コー

ディネートを工夫すること，香りを流すこと，

などが紹介されている。これらに加えて，プラ

イバシーの尊重と相互コミュニケーションの維

持の調和を狙って低いパーティションが導入さ

れた事例が紹介されている２３）。

オフィス空間の機能性を高めるべく作業の特

１９）具体的な研究として斎藤（１９９０）を指摘でき
る。斎藤は，あるオフィス・ビルの５つのフロ
アに配置されている４６１人に対する質問票調査
（①温熱，②空気の質，③色彩，④音，⑤光，
⑥空間の印象，⑦オフィスの現状や行動の状
況，⑧オフィスに対する意見）と環境物理量調
査（室 温，気 流，照 明，音 圧 な ど）に も と づ
き，オフィス空間内の環境について実態把握を
行なっている。斎藤の調査では，回答者たちは
空間内の環境については満足しているものの，
混雑感やスペース不足について問題であると認
識していることが示されている。

２０）増田（１９９２）によるニューオフィス作りの実例
や荒井（１９９４）なども参照のこと。

２１）その他，当時の状況を把握するには以下の２人
の報告が参考になる。古川（１９９４）は，ニュー
オフィス化が進展している時期には，オフィス
に斬新なデザインの什器が新たに配置された
り，オフィス空間のレイアウトが大幅に変更さ
れたり，色調がグレー中心からカラフルなもの

に変更されたところも多いということを報告し
ている。しかし，バブル経済の崩壊後にはコス
ト削減が志向され，オフィスそのものへの投資
も控えられるようになっていったとされる。ま
た，中田（１９９２）は東証上場企業２８７社を対象
とした調査によって得られた記述統計をもとに
以下の報告をしている。すなわち，①経営者は
オフィス空間へ関心を有しているものの，資金
面や財政面の問題から環境改善を進めることが
できていない企業が多い。また，オフィス空間
を整備するという具体的な方針も明示していな
い企業が多い（全体の約４割）。②具体的な方針
を有している企業は，オフィス・ワークの生産
性向上と人間性を反映したオフィス（安全や健
康，ゆとりなどを向上させる），創造性の追求な
どを方針に反映させている。③経営者たちは，
ホワイト・カラーが創造性を発揮する拠点とし
てオフィスが重要であると認識している。ま
た，ホワイト・カラーの生活の場として，人間
性を考慮したオフィスを志向すべきであるとも
認識している。

２２）また，フリー・アドレスを導入する際に実際の
稼働率に合わせて座席数を設定することもオ
フィス空間を広げる効果があることが指摘され
ている。

２３）その他には，リフレッシュを目的としたくつろ
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徴に合わせオフィス空間全体を設計することも

重要であると指摘されていた（栄久庵，１９９１；

鯨井，１９９６）。たとえば，小野田（１９９２）は，

創造的業務環境（情報を交換する場，個人作業

をする場，プロジェクトで活用できる空間な

ど），ヒューマン・コミュニケーション環境

（多目的ホール，会議室，ミーティング・コー

ナーなど），快適生活環境（アトリウム，ジ

ム，空調，レストラン，カフェテリアなど），

個人環境（好みのワークスペース，オフィス家

具，空調など個人にとってなじみやすい環

境），情報環境（ワークステーション，情報通

信基盤の配備など）から，オフィス空間は構成

されるべきであると主張している２４）。作業の特

徴に合わせたオフィス空間を設計することで，

オフィス・ワーカーたちの作業遂行が容易にな

り，自らのオフィスに対して満足度を深め，さ

らに職務を遂行することが期待されていたので

ある。

３．快適性・機能性の構成次元の解明

ここまで確認してきたように１９８０年代から

１９９０年代の時期においては，オフィス空間の

快適性を高め，機能的にするための試みが進め

られていた２５）。こうした実務家たちの試みに呼

応して，建築学者を中心にオフィス空間の快適

性や機能性を定量的に明らかにする研究が蓄積

されてきたのである（樋口・丸山・成田，

１９９３；金崎・宇治川・川畑・西郷，１９８７；丸

山・樋口・成田，１９９３；沖塩・村井・郷田，

１９８８）２６）。

３‐１．オフィス空間の物理的構成要素への注目

オフィス空間の快適性と機能性に注目する研

究の多くはオフィス空間の物理的構成要素に注

目を向けてきた。たとえば，乾・中村・窪田・

丸山・李（１９８９）は，①写真を利用した心理的

調査実験と②模型実験の２つの実験を行ない，

オフィス空間のレイアウトやパーティションが

オフィスの快適性にどのような影響を与えるの

かを考察している２７）。

①心理的調査実験

まず，写真を利用した心理的調査実験につい

ぎの空間や休憩室，スポーツ施設の設置などが
進められてきた。

２４）小野田（１９９２）は，分散型オフィス（都心部以
外にもオフィス空間を設けること）についても
検討を加えている。この目的は，都心部までの
通勤時間が長いという問題を解消するためであ
る。

２５）讃井（１９９０）では，当時はオフィス環境の改善
に関する投資効果を明らかにする研究やオフィ
ス空間の具体的な設計案を作成することを支援
する研究が多数遂行されてきたことが指摘され
ている。その一方で，快適なオフィス環境は何
かという，投資効果や具体的な提案に先行する
変数を明らかにする研究課題が追究されてこな
かったことも指摘している。

２６）丸山らの研究では，オフィスの満足度を①仕事
がしやすい（業務ベース），②居心地が良いオ
フィスである（ライフ・ベース），の２次元に分
けて測定している（樋口・丸山・成田，１９９３；
丸山・樋口・成田，１９９３）。業務ベースを構成す
る下位次元は，「周りから邪魔されることなく創
造的な仕事ができる（思考性）」と「効率よく仕
事・作業が進められる（利便性）」からなる。ま
た，ライフ・ベースを構成する下位次元は，「精
神的に不快感を感じないオフィスである」と
「身体的に不快感を感じないオフィスである」，
「生き生きした楽しいオフィスである」，の３次
元からなる。これらの下位次元を考慮に入れる
と，業務ベースがオフィスの機能性を，ライ
フ・ベースがオフィスの快適性を測定する変数
であると解釈して問題ないであろう。

２７）なお，乾らによる他の研究でも，快適性の構成
次元に関する探究が行なわれている（原・丸
山・讃 井・乾，１９９０；石 崎・有 泉・西 岡・村
石・桜 田・乾・中 村，１９９０；丸 山・讃 井・中
村・乾，１９９０；大 山・佐 藤・原 田・村 石・乾・
中村，１９９１；桜田・有泉・西 岡・村 石・乾・中
村，１９９０；佐 藤・原 田・村 石・大 山・乾・中
村，１９９１）。その他には，NTT建築部建築技術
開発室のグループによる研究がある（桑原・吉
村・中 北，１９９０；桑 原・吉 村・吉 川・佐 藤，
１９８９；中北・吉村・間下，１９９０；中 北・吉 村・
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て確認をしよう２８）。この実験では，合計６０人

（事務職７人，営業職６人，研究職２５人，そ

の他５人，学生１７人）を対象に，オフィス空

間の写真を１枚ずつ提示し，それぞれのオフィ

ス空間の快適性の評価とふさわしい業務内容を

答えさせた。回答者による評価をもとに，①落

ち着いて仕事ができる，②くつろぎが得られ

る，③雰囲気が洗練されている，④机や収納の

配置が良い，⑤ゆとりを感じる，の５次元から

なるオフィスの快適性を示す変数を構成し

た２９）。これら５つの変数を説明変数とし，オ

フィス空間の快適性を被説明変数とした重回帰

分析を乾たちは行なっている。分析の結果，想

定した説明変数が「落ち着いて仕事ができる」

（回帰係数は０．３１９），「くつろぎが得られる」

（回帰係数は０．２５８），「雰囲気が洗練されてい

る」（回帰係数は０．１８５），「机や収納の配置が

良い」（回帰係数が０．１４５）という順に快適性

に影響を与えていることが示された３０）。このこ

とから，乾たちの言う「オフィスの快適性」と

いう変数は，ニューオフィス化の際に主張され

てきたオフィスの快適性と機能性を含む変数で

吉川・間下，１９８９；吉川・桑原・吉村・伊東，
１９８９）。さらに快適性に影響を与える特定の要因
に注目した研究も見られる。たとえば，五藤
（１９９２，１９９５）では，オフィス・ワーカーが情
報処理活動や知的活動を行なうには，障害とな
る事象を取り除くだけではなく，それらの活動
を活性化するための環境を構築することが重要
であると主張している。より具体的には，五藤
は音楽や匂いを利用し快適性を高めることによ
り，オフィス・ワーカーの情報処理活動や知的
活動が促進されると主張している。

２８）乾たちは，この実験に先立って測定項目の作成
を目的とした２段階の予備調査を行なってい
る。第１段階の予備調査は，建設会社研究所の
研究員８人と様々なオフィスで勤務した経験の
ある人材派遣会社の女性８人を対象に実施して
いる。①被験者が印象深いオフィスと回答した
事例，②乾たちが事前に用意したオフィスの写
真２４枚の２つの課題について，働くのに快適で
あると思う順に５段階にグループ分けを行なわ
せた。次に被験者に各グループを比較させ，一
方が他方よりも快適であると判断した理由やこ
のグループ分けの理由などを答えさせた。これ
らの作業から抽出された項目は１６０であった。
これらの１６０項目を「具体的な空間の構成要素
に関係するもの」と「心理的効果に関係するも
の」に分類した。より具体的には，空間の構成
要素に関する項目は，①オフィス空間・家具・
OA機器に関するものと②色彩・照明・音環境に
関するもの，の２項目に分類した。心理的効果
に関するものは，①感覚・意識に関するものと
②ヒューマン・ファクターに関するものの２項
目からなる．次に，これらの項目間の関連を明
らかにした。より具体的には，①明るい雰囲気
（採光，照明），②くつろぎ，やすらぎ（植栽，
インテリア），③落ち着き（内装，配色），④集
中できる環境（騒音，適度な人数），⑤プライバ
シー（パーティション），⑥仕事のしやすさ（１
人あたりのスペース，机の配置），⑦資料，情報
処理（収納スペース，整然）の７つに分類可能

であることが明らかになった。第２段階の予備
調査は，オフィス家具メーカーの設計技師４
人，設計事務所所員４人，建築会社設計部職員２
人を対象としている。調査参加者に３８枚の写真
を見せ，その写真を雰囲気によってグループに
分類させた。分類時には，グループの比較を行
なわせ，各グループの具体的な特徴，その雰囲
気を出すために具体的に必要な要素，各グルー
プにふさわしい業務内容とその利点，オフィス
を設計する際に考慮する点を回答させた。その
結果，オフィスの快適性を測定するには，第１
段階の予備調査から明らかになった変数に加え
て「親しみやすい」と「自然な感じ」という項
目を追加することが望ましいことが示された。

２９）注釈２８に示されている予備調査を通じて構成さ
れた評価項目は，①仕事に集中できる，②明る
い雰囲気である，③机，収納の配置が良い，④
楽しく仕事ができる，⑤プライバシーが保たれ
る，⑥室内の色彩が良い，⑦整然としている，
⑧圧迫感がない，⑨くつろぎや安らぎが得られ
る，⑩照明状態が良い，⑪室内の雰囲気が洗練
されている，⑫ゆとりを感じる，⑬落ち着いて
仕事ができる，⑭コミュニケーションがしやす
い，⑮ OA機器や備品が使いやすい，⑯親しみ
やすい，⑰自然な感じ，⑱総合評価である快適
に仕事ができる，の１８項目である。これらの項
目に対して回答者から寄せられた回答をもと
に，SSA１という多次元尺度構成法を行ない，
オフィスの快適性に関する５次元を抽出したの
である。

３０）職種ごとに見ると若干異なる分析結果が得られ
る。たとえば，営業職はくつろぎや机の配置よ
りも洗練性を重視している。また，事務職はく
つろぎを重視する傾向にある。
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あることを意味していると考えられる。

さらに乾たちは，オフィス空間の快適性に影

響を与える要因とオフィス空間との構成要素と

の関係についても考察を加えている３１）。より具

体的には，オフィス空間の快適性に大きな影響

を与えていた「落ち着き」と「くつろぎ」，「洗

練性」の３変数に注目し，数量化Ⅰ類による分

析を行なっている。「落ち着き」は「パーティ

ションの高さ」が高いことと「机の密度」が低

いことと関連が強かった。対向式もしくは自由

配置式「レイアウト」を採用していることと

「机の密度」が中程度であること，白やグ

レー，暖色の使用，植栽によって「くつろぎ」

がもたらされていることも明らかになった３２）。

自由配置式「レイアウト」と「植栽」がある

と，回答者はオフィスが洗練されていると感じ

る傾向にあることも明らかになっている３３）。

②模型実験

乾たちは心理的調査実験を通じて提出した知

見を確証するために，学生３１人（うち建築学

科１８人）を対象として，模型実験（オフィス

の模型を提示し，その印象について回答させ

る）を行なっている。より具体的には，オフィ

ス空間の構成要素（「床面積」と「レイアウ

ト」，「密度」の３変数）とオフィス空間の快適

性（「落ち着き」と「くつろぎ」，「洗練性」の

３変数）との関係を考察している。

彼らの分析の結果，オフィス空間の構成要素

が快適性に影響を与えていることが示され

た３４）。このことは，心理的調査実験をもとに提

出された知見が他の条件下でも確認されたこと

を意味する。オフィス空間の快適性を構成する

３変数それぞれに着目して，どのような構成要

素と関係があるのかを確認しておこう。

オフィス空間内に「落ち着き」があるという

評価は，対向式レイアウトの場合が最も低く，

自由配置式レイアウトが最も高いことが明らか

になった。レイアウトが対向式の場合，床面積

が広い方がオフィスに「落ち着き」があると回

答者は判断している。レイアウトばかりではな

く，パーティションも「落ち着き」に影響を与

えている。より具体的に見ると，対向式と同向

式レイアウトの場合はパーティションの有無に

よる「落ち着き」への評価の変化が小さい。自

由配置式レイアウトの場合は，１人当たりの床

面積が広い場合には，パーティションも高くす

ると，オフィスの落ち着きに対する評価は大き

く高まることが明らかになっている。

３１）ここでいうオフィスの構成要素とは，①レイア
ウト（対向式，同向式，自由配置式），②パー
ティション（高，低，なし），③収納（多い・近
接，少 な い・壁 面），④ 机 の 密 度（高，中，
低），⑤ 植 栽（多 い，少 な い，な し），⑥ 照 明
（全般照明方式，手元照明あり），⑦環境色（暖
色系，寒色系，白・グレー系），⑧アクセント・
カラー（暖色系・赤，寒色系・青），⑨木製家
具・木目調の家具（あり，なし），の９つからな
る。

３２）対向式のレイアウトとは，座席を向き合わせて
配置するレイアウトのことを指す。同向式とは
教室でよく見られるレイアウトである。すなわ
ち，ある一定方向に向けて座席を配置するレイ
アウトのことを指す。

３３）乾たちは，ふさわしい職務内容と空間構成要素
の関係も確認している。その結果，①レイアウ
トとパーティションによって，ふさわしい職務
内容は決定されるという関係性，②レイアウト
とパーティション，密度がオフィス空間の快適
性に関係があるということ，の２点が明らかに
なった。

３４）窪田・中村・乾（１９８８）に具体的な分析結果が
示されている。オフィス空間を構成する要素と
オフィス空間の快適性は数量化Ⅰ類によって分

析されている（以下の括弧内はカテゴリー・ス
コアを示している）。「落ち着き」には，パー
ティションの高さ（０．５８３）と机が低密度である
こと（０．２４２），環境色に白もしくはグレー系を
用いること（０．２１７）が大きな影響を与えてい
る。「くつろぎ」は，机の密度が低密度であるこ
と（０．２４４），暖 色 系 の 環 境 色 で あ る こ と
（０．１５５），レイアウトが自由配置式であること
（０．２４０），植栽が多いこと（０．３２５）が関連して
いる。「洗練さ」は自由配置式のレイアウトであ
ること（０．３１６），植栽が多いこと（０．２７２）が影
響を与えている。
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次に，「くつろぎ」の評価に関する影響を確

認しよう。対向式の場合，この項目に関する評

価は低い。ただし，対向式レイアウトを採用し

ていても，１人当たりの床面積がある程度確保

されると「くつろぎ」の評価には差が見られな

くなる。さらに，対向式の場合は，パーティ

ションのある時と，無い時との評価の差が大き

い。すなわち，対向式レイアウトの場合には，

ある程度の床面積の確保とパーティションの設

置が「くつろぎ」を高めるうえでは重要であ

る，ということが示唆される。同向式レイアウ

トも「くつろぎ」に関する評価は低く，パー

ティションの高さによる評価の差はあまり見ら

れない。自由配置式レイアウトを採用すると，

「くつろぎ」の評価は高い。しかし，この場合

にはパーティションを高くすると，「くつろ

ぎ」の評価は低くなるという関係が確認され

る。

「洗練性」の評価では，自由配置式，対向

式，同向式の順で評価が高いがそれほど差は見

られない。自由配置式と同向式の場合は，パー

ティションの高さと評価の間に負の相関がみら

れる３５）。

３‐２．心理学者らの研究

オフィス空間内の物理的構成要素と快適性や

機能性の関係を考察する研究は建築学者や建築

に携わる実践家のみが行なっていたわけではな

い。心理学を学問的基盤とする研究者たちも，

オフィス空間の快適性と機能性に関する実証研

究を蓄積していたのである。たとえば，尾入

（２００１）は，超高層ビルで勤務するオフィス・

ワーカーを対象として，尾入自身が１９８０年代

後半に行なった研究を引用し，機能性と快適性

に影響を与える要因を示している。機能性に関

しては，収納スペースの不足や通路の狭さ，打

ち合わせ場所や仕事場などの不足がオフィス・

ワーカーから問題点として指摘されていた。ま

た，快適性に関しては，窓を開閉できないこと

や空調設定が不適切である点が問題であること

が示されている。

３‐３．職務内容への注目

乾たちの研究や尾入の研究からは，ニューオ

フィス化が進展する際に最も重視されていたオ

フィス空間内での快適性や機能性を構成する変

数が明らかになってきたと考えられる。しかし

ながら，ニューオフィス化の際に注目されてい

たのは，これらの要因だけではない。小野田

（１９９２）等が主張していたように，職種や作業

内容を考慮に入れたオフィス空間のデザイン

も，快適性や機能性の追求と同様に重要である

と考えられる。すなわち，オフィス空間を設計

する際には，様々なタイプのオフィス空間の最

適な組み合わせを実現する必要があると考えら

れる。この課題に取り組んだ研究の１つに桑野

（１９９５）を指摘することができる３６）。

桑野は，作業の内容に注目して，各作業の従

事者がオフィスに求める要件と機能の２点を報

告している。より具体的には，デスク・ワーク

（出版や旅行，金融など）と分析・思考（法律

や調査，情報，研究など），創造・制作（広告

３５）全体としてみると，レイアウトとパーティショ
ンの高さ，１人当たりの床面積が相互に影響を及
ぼしあってオフィスの快適性に関する評価を決
定していると乾たちは論じている。より具体的
には，①対向式レイアウトの場合，１人当たりの
床面積が４．５平方メートルで，パーティション
が９００ミリメートル，②同向式レイアウトの場
合が１人当たりの床面積が６．５平方メートルで
パーティションの高さが９００ミリメートル，も
しくは床面積７．２平方メートルでパーティショ
ンの高さが１１００ミリメートル，③自由配置式レ
イアウトの場合，床面積８平方メートルでパー
ティションの高さ１１００ミリメートル，もしくは

床面積１０平方メートルでパーティションの高さ
が１５００ミリメートルの場合，快適性が高いとい
う結果になった。

３６）なお，職務や作業内容に合わせたコンティン
ジェントなオフィス空間のデザインについて
は，近年さらに多様な研究知見が提出されてい
る。たとえば，クリエイティブ・オフィスなど
がその一例である。
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制作業やデザイン業），作業（卸売や倉庫業），

対話（不動産や労働者派遣，教育，広告，娯

楽）の５つの作業に注目している。

作業の内容に注目することで，作業ごとにオ

フィスに期待する要件が異なることが明らかに

なった。デスク・ワークが中心の場合，自らの

オフィスに対して「グレード感」や「日当た

り」，「眺望」を求めている。分析作業に従事す

る場合は，「経済性」や「眺望」，「静かさ」を

重視している。創作・制作作業では，「柔軟

性」や「電気容量」，作業タイプでは「経済

性」，対話タイプでは，「人の入りやすさ」など

に関する関心が高いことが明らかになった。

桑野の調査からは，オフィスに求めている機

能も作業内容ごとに異なることも明らかになっ

ている。主としてデスク・ワークに従事する場

合，書類物品等のストック・スペースの充実を

望んでいる。分析・思考と作業に分類されるオ

フィス・ワーカーは，OA 機器や保管物に対す

る機密性を重視している。対話と創造・制作作

業では，プライバシーの確保や作業に伴う騒音

への遮音性を求めていることが明らかになっ

た３７）。

３‐４．社会的な要因への注目

オフィス空間の快適性や機能性に影響を与え

る要因は，物理的な構成要素や職務内容以外に

もあるということに着目した研究も存在する。

オフィスは多様な人間が共有して使う空間であ

る。それゆえに，オフィス内での作業の仕方や

人間関係もオフィス空間の快適性に影響を与え

る可能性が示唆される。そこで，オフィス空間

の社会的な要因に着目した研究である中川・岩

下・橋本・田野口・加藤（１９９３）に注目してみ

よう３８）。中川たちは，①物理的環境要因，②環

境以外についての内的要因（自己），③外的要

因，の３要因がオフィスでの働きやすさにどの

ような影響を与えるかを考察している３９）。ここ

でいう働きやすいオフィスとは，「個人の持つ

活動体力（体調）と知的能力（創造・処理能

力）を執務に効率よく活用でき，その機能を働

かせようとする意志と充実感が生じやすいオ

フィス」のことを指す。中川たちは研究開発組

織に所属する１２１人（研究開発者９４人，事務

２７人）を対象とした質問票調査を行なった。

彼らの分析からは，寒暑感や空気質（たばこ

臭），収納棚の不足などの物理的環境，疲労や

体調不良，気分転換ができないといった内的要

因に加えて，仕事量の多さや電話による作業中

断などの外的要因が，オフィスの働きやすさを

阻害する要因であることが明らかになった。す

なわち，オフィス空間での働きやすさを機能面

から高めるだけでは不十分である，ということ

が示唆されたのである４０）。

３７）その他には，以下の点が明らかになっている。
作業タイプは物品の運搬のしやすさを求めてい
る。対話タイプとデスク・ワーク・タイプがリ
フレッシュ・コーナーを，創作・製造タイプと
デスク・ワーク・タイプが倉庫を，作業タイプ
がシャワーを要求している。

３８）なお，中川たちは，オフィスの物理的構成要素
が快適性に与える影響についても考察を加えて
い る（田 野 口・岩 下・橋 本・中 川・加 藤，
１９９３）。

３９）各変数は以下に示す下位次元からなる。物理的
構成要素は，音と光（景観），熱・空気，道具・
インテリア・空間である。環境以外の内的要因
（自己）には，生理的要因（作業による疲労，
眠気・空腹等で頭が働かない）と心理的（気

分）要因（気分転換できない，仕事で気にかか
ることがある，仕事が面白くないなど），能力
（作業量が多い，仕事が難しすぎる）の３要因
からなる。外的要因（社会的環境要因）には，
電話による中断，話しかけられて作業中断，仕
事の方法が悪い，共同作業が効率的ではない，
の４項目が含まれている。

４０）なお，同研究グループは同じオフィスを対象と
して，職種に注目して再調査を実施している
（加藤・岩下・田野口・中川，１９９５）。とりわけ
注目すべき点は，研究職に従事している回答者
たちは，電話対応や人から話しかけられること
がオフィスにおける作業の阻害要因であると見
なしているという点であろう。事務職はオフィ
ス空間の物理的構成要素を作業の阻害要因と指
摘していることと比較するとこの結果は示唆的
である。
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オフィス空間の社会的要因には，乾たちの研

究グループもほぼ同時期に注目を寄せ始めてい

た。和田・穐山・中村・乾（１９９４）がそれであ

る４１）。彼らが行なっていた過去の研究における

オフィス・ワーカーによるオフィス空間評価の

中に，対人的側面に関する項目が多数含まれて

いることに注目し始めたのである４２）。より具体

的には，これらの項目について，個々のオフィ

ス・ワーカーが集団の雰囲気や態度をどのよう

に認識，理解しているかという点に着目し，彼

らは「集団に対する認知」という変数を構成し

たのである。

彼らは実大オフィス模型実験を行なって，

「集団に対する認知」の変数に関する考察を加

えている４３）。より具体的には，４人からなる実

験集団（合計４組）を作り，３０分間にわたっ

て特定の作業（全５パターンのうち１作業を選

択）を行なわせた４４）。実験室は，①「対向式レ

イアウト・パーティションなし」と②「対向式

レイアウト・９０センチメートルのパーティ

ションを配置」，③「対向式レイアウト・１２０

センチメートルのパーティションを配置」，④

「背向式のレイアウト・パーティションな

し」，の４通りが用意された４５）。作業と実験室

の環境の組み合わせは全部で１３種類あった。

各実験集団には，作業の終了後に環境と対人要

因に関する質問項目に回答をさせている。

環境の全体評価からは，①満足・集中（空間

に関する満足と作業への集中），②開放感，③

動きやすさ，という３因子が抽出された。この

３つの因子のうち，第１因子と第２因子を軸と

した座標平面を作成し，１３種類の実験グルー

プの分布を確認した。分析からは，同一環境で

同一作業を遂行する実験集団であっても環境に

対する満足度が異なるという結果が確認され

た４６）。たとえば，「対向式のレイアウト・パー

ティションなし」の環境下で，あるグループに

は「個人文書」作業と「１人文書（１人だけ異

なる作業を行なう）」作業の２つの作業を行なわ

せた。この２つの作業後に環境評価を行なわせ

ると，満足・集中の評価に相違が見られたので

ある。このことが意味するのは，環境の評価に

影響を与えるのは，オフィス空間の物理的構成

要素だけではないということである。和田たち

は，１人だけ違う作業をさせる課題を行なわせ

たグループにのみ，こうした結果が見られるこ

とを見出している。彼らは，参加者の１人が他

の３人と異なるタスクを行なっていたから，環

境に対する評価に相違が生まれたと考え，オ

フィスの環境に対しても対人的要素が影響を与

えているという知見を提出している。

和田たちは，対人的な要素に関する実験後の

評価についても考察を加えている。分析から

は，集団の雰囲気（仲の良さ，協調的である，

良くまとまっているなど），積極性，煩わしさ

（騒々しい，周りに気を使う・使っている），

集団からの疎外感の４因子が抽出された。これ
４１）彼らが行なった研究は，後に論文としてまとめ

られている。穐山・和田・乾・中村（１９９５）を
参照のこと。

４２）これらの要因は，乾たちが注目を向けていたオ
フィス空間の物理的構成要素との直接的な関連
が見いだせなかったため，当初は分析対象に含
まれていなかったのである。

４３）ここでいう集団の認知とは，「周りが気を使って
いる」，「作業をするのに周りの人が煩わしい」，
「周りの作業状況が理解できる」，「協調的であ
る」，「全体的にまとまりがある」，「好ましい雰
囲気である」，「緊張した感じ」，「全員が積極的
に取り組んでいる」，「集団が作業によく集中し
ている」などからなる変数である。

４４）作業は，①個人計算（それぞれが計算課題に取

り組む），②個人文書（それぞれが文書作成課題
に取り組む），③集団討論，④１人計算，⑤１人
文書の５パターンある。１人計算と１人文書は，
３人が集団作業に取り組み，残りの１人が計算も
しくは文書作成作業を担当するという形式であ
る。すなわち，これら２つの実験状況では，同
時に２つの課題が行なわれている。

４５）パーティションは，前面と側面（隣に座席があ
る側）に設置されている。

４６）実験に参加したのは４組であるため，１つのグ
ループが複数の作業に参加している。
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らの因子を用いて，因子得点布置を行なった。

ここでも環境評価の実験同様に，「個人作業」

を行なわせたのちに，「１人作業（１人だけ別の

作業をする）」を行なわせたグループの評価の変

化を確認している。「対向式レイアウト・９０セ

ンチメートルのパーティション配置」では，１

人作業を行なわせた場合には，煩わしさの得点

が高まっていることが確認された。パーティ

ションなしの環境下では，個人作業後の対人評

価は，煩わしさの評価については変化しなかっ

たけれども，疎外感の得点が高まっていた。こ

の２つの発見事実から，パーティションがあっ

ても，他者とのかかわり方によっては，必ずし

もプライバシーが確保されるとは限らない，と

和田たちは解釈している。

最後に和田たちは，「集団に対する認知」と

環境評価の構造を把握するために，「集団に対

する認知→環境評価→総合評価（快適さ）」とい

う変数間関係にもとづいた重回帰分析を行なっ

ている。その結果，「満足・集中」と「開放

感」の環境評価に関する２変数へは，対人的要

素が大きな影響を与えていることが明らかに

なった。また，総合評価（快適さ）には「満

足・集中」が大きな影響を与えていることが示

された４７）。

４．経営学者による実証研究

建築学者や心理学者，実務家たちは，オフィ

ス空間内の快適性と機能性に影響を与える要因

の解明に焦点を当ててきた。彼（女）らの実証

努力は，ニューオフィス化が推進される際に問

題視されていたオフィス空間の快適性や機能性

の向上に大きく貢献したと考えられる。しかし

ながら，彼（女）らの研究の焦点が快適性と機

能性に向けられた結果，快適性や機能性を高め

る目的に関しては十分な実証努力が払われてこ

なかったのである。すなわち，オフィス空間内

の快適性と機能性を高め，オフィス・ワーカー

の生産性を向上させるという因果経路の解明に

関しては十分な注目が向けられてこなかったと

いう問題が残されたと考えられる。

この問題に経営学のアプローチを用いて接近

した研究がある。古川による一連の研究がそれ

である４８）。古川は１９９０年代から２０００年代前半

にかけて，オフィス空間とオフィス・ワーカー

に関連する多様な研究知見を提出している。以

下では古川の研究を，①オフィス空間への満足

度，②オフィス空間とモラールの関係，③オ

フィス空間のデザインとコミュニケーション，

４７）穐山・和田・中村・乾（１９９４）では，実際のオ
フィスを対象と し て，和 田・穐 山・中 村・乾
（１９９４）の追試を実施している。穐山たちは，３
社のオフィスを対象に調査を行ない，集団に対
する認知は，先の実験室実験とほぼ同じである
ことを確認している。また，組織の特性や印象
に関する評価と，環境評価の対応を試みたが，
相関関係は見いだされなかった。組織に対する
評価によって雰囲気が好ましいという評価が変
化するように，組織に対する評価と対人的な評
価の間には関係が見いだせることも明らかに
なった。すなわち，集団に対する認知を介在す
ることによって，組織に対する評価と環境評価
を関連づけられることが明らかになったのであ
る。このことは，和田らの研究における，「集団
に対する認知」と環境評価の構造を把握するた
めに行なった重回帰分析の結果を裏付けるもの
であると解釈できる。

４８）１９９０年代において経営学者が行なったオフィス
空間に関する研究としては，古川の他に中田
（１９９６）を指摘できる。中田はオフィス環境の
整備と企業文化との関係を考察している。東証
上場企業２８７社から得られたデータを用いて，
中田は以下の２つの仮説検証を試みている。す
なわち，「オフィス空間と企業文化の間には密接
な関連があり，優れた企業文化を持つ企業のオ
フィス環境は，十分に管理された適切な水準に
ある。」と「オフィス環境と企業文化の間には密
接に関連があり，オフィス環境が適切な水準に
維持されていさえすれば，そこには優れた企業
文化がおのずと醸成される。」という２つの仮説
である。中田は以下の２つの発見事実をもと
に，これらの仮説は支持されたと論じている。
第１には，「企業文化とオフィス環境とは，相互
に関連がある」という質問項目（あり，なし，
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の３つに分けて確認していくことにしよう。

４‐１．オフィス空間への満足度を構成する次元

の探求

オフィス空間がオフィス・ワーカーの行動に

与える影響を考察するには，それに先立ってオ

フィス空間がどのような構成要素から成り立つ

のか，ということを理解する必要があるように

思われる。この目的のもとに行なわれた研究が

古川（１９９４）である４９）。

古川は外資系の総合化学メーカーに対して，

彼（女）らのオフィス空間のデザインが変更さ

れてから４か月後に質問票調査を行なってい

る。調査の対象となったのは２０２人のホワイ

ト・カラー（男性１３９人，女性６３人）であっ

た。

具体的な質問項目は，オフィス空間の改善へ

の満足度と職場満足であった５０）。古川の言う職

場満足とは，これはホワイト・カラーが仕事を

行なうオフィスそのものに対する総合的な満足

度の１次元で構成される変数である。職場満足

は，個々のホワイト・カラーたちが仕事を通じ

て充足させる低次の欲求に含まれる。低次の欲

求である職場満足が満たされることで，ホワイ

ト・カラーたちはより高次の欲求を満たそうと

し，職務に取り組むと，古川は想定している。

古川はまず，調査対象となったホワイト・カ

ラーたちがオフィス空間のデザイン変更をどの

ように評価しているかを紹介している。調査結

果を確認すると，オフィスに「非常に満足して

いる」という回答を寄せたものは ２ パーセン

トであることが明らかになった５１）。その一方で

「非常に不満」と「やや不満」を合わせると

４５パーセントであった。オフィス空間を構成

する具体的な項目に目を向けると，回答者が

「改善された」と認識しているのは，「会議室

の使い勝手」と「喫煙コーナー」，「ロー・パー

ティション」の３つであった。これらの回答

に，「やや改善された」という回答を含めて

も，「リフレッシュ・コーナー」の４つに限ら

れることが明らかになった。

ホワイト・カラーたちが現在のオフィスをど

のように認識しているかを確認した後に，職場

満足に影響を与える要因をより具体的に理解す

るために，職場満足とその下位次元である「オ

フィス空間の具体的な項目への満足度」との間

で相関分析を行なっている５２）。職場満足と高い

相関を持つのは，「オフィス・レイアウト」（相

関係数０．５９２），「リフレッシュ・コーナー」

（相関係数０．３９２），「書類の収納」（相関係数

０．３８９），「書類の検索（光ファイルの導入によ

る検索時間の削減）」（相関係数０．３７８），「打ち

合わせ場所」（相関係数０．３６３）に関する満足

度であることが明らかになった。一方で，「会

その他で回答）に対して，２２４社が「あり」と回
答を寄せていることである。第２には，ありと
回答を寄せた２２４社が，９４社が「すぐれた企業
文化をはぐくむためには，オフィス環境は極め
て重要なファクターである」と答え，１２５社が
「すぐれた企業文化をはぐくむためには，オ
フィス環境の改善は不可欠である」と答えたこ
とである。

４９）この研究動機は，快適性や機能性の構成要件を
追究した建築学者たちの試みと共通しているよ
うに思われる。

５０）調査対象となった外資系総合化学メーカーで
は，コスト削減を目的として執務室や会議室な
ど の ス ペ ー ス は 削 減 さ れ た 一 方，リ フ レ ッ
シュ・コーナーなどの福利厚生スペースは若干
ながら増えている。このような対応をした理由
は，コスト削減のみを重視しフロア面積を縮小
するだけでは，従業員の職場満足が大きく低下
すると危惧したためである。

５１）なお，「ほぼ満足している」という回答と合わせ
ても，オフィスに満足しているという回答は２０
パーセント強である。

５２）オフィス空間に関する満足度を構成する変数と
して，「オフィス・レイアウト」と「ロー・パー
ティション」，「カラー・コーディネート」，「書
類の収納」，「書類の検索」，「ファイリング方
法」，「会議室の使い勝手」，「打ち合わせ場所」，
「PC・プ リ ン タ」，「リ フ レ ッ シ ュ・ス ペ ー
ス」，「喫煙コーナー」，「受付・ロビー」，「サロ
ン」，「植栽」の１４項目について，５段階（１＝非
常に悪化，５＝非常に改善）で尋ねている。
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議室の使い勝手」（相関係数０．１８９）や「受

付・ロビー」（相関係数０．１７６）に関する満足

度は，職場満足との相関は低かった。職場満足

と「ロー・パーティション」の満足度との相関

もそれほど高くはなかった（相関係数０．２３６）。

さらに古川は「オフィス空間の具体的な項目へ

の満足度」に関する項目間の相関にも注目を向

けている。とりわけ，「オフィス・レイアウ

ト」への満足度と他の項目との相関を検討して

いる。「オフィス・レイアウト」への満足度と

の相関が高いのは，「リフレッシュ・コー

ナー」（相関係数０．４１５）や「打ち合わせ場

所」（相関係数０．４１０），「書類の収納」（相関係

数０．３７８），「書類の検索」（相関係数０．３７６），

「ロー・パーティション」（相関係数０．３６０）

などが強く相関していることが明らかになっ

た。これらの分析結果をもとに，このオフィス

改革がスペースの削減を行ない，レイアウトを

変更し，ホワイト・カラーの不満をできるだけ

生じさせないことを目的としていたことを考え

ると，これらのスペースに関する改革は十分で

あると古川は解釈している。

分析の締めくくりとして，古川は被説明変数

を職場満足，説明変数を「オフィス空間の具体

的な項目への満足度」とした重回帰分析を行

なっている５３）。このうち，「書類の整理・ファ

イリング」（偏回帰係数０．３７３）と「打ち合わ

せ 場 所」（偏 回 帰 係 数０．１４９），「リ フ レ ッ

シュ・コーナー」（偏回帰係数０．２３６）の３変

数が職場満足に対して有意であった（いずれも

５パーセント水準）５４）。このことは，職場満足が

オフィス空間の物理的構成要素を満たすことに

よって高められるということを意味している。

４‐２．オフィス空間の設計とモラールの関係

古川による第２の研究では，オフィス空間の

デザインがホワイト・カラーの態度に与える影

響について考察を加えている。より具体的に

は，モラールに注目して古川は異なるデータ・

セットを用いて２つの研究を行なっている。ま

ず，最初の研究から確認することにしよう。

①モラールへの注目

古川（１９９１）は，ニューオフィス化を推進す

る実務家たちが主張していたオフィス空間の改

善によって，オフィス・ワーカーのモラールが

高まる，という関係性に疑問を呈することから

研究を創始している。古川は，オフィスの空間

の改善は衛生要因に該当しうること等を論拠と

して，オフィス空間のデザインが，ホワイト・

カラーのモラールに影響を与える経路として，

以下の因果経路を提示している。より具体的に

は，「（ア）快適で機能的なオフィスがオフィ

ス・ワーカーの帰属意識を高める。（イ）帰属

意識を高めたオフィス・ワーカーが積極的に企

業活動に参画するようになる。（ウ）企業活動

に参画する過程で仕事を通じた達成感を得る。

（エ）その結果，意欲が高まり，モラールも高

まる。」という関係である５５）。

このような仮説検証のために，古川は１９９０

年に行なわれたオフィス環境に関するコンベン

ションにおいて，ニューオフィス化に関心のあ

５３）この分析結果を読み取る際には，性別に注目し
てサンプルを分けると職場満足に影響を与える
変数は他にも存在するという点に注意が必要で
ある。たとえば，サンプルを男性のみとした場
合，職場満足に有意な影響を与えるのは「書類
の収納・ファイリング」と「リフレッシュ・ス
ペース」である。その一方で，女性をサンプル
とした場合，「ロー・パーティション」と「打ち
合わせ場所」，「リフレッシュ・スペース」の３
変数が職場満足に影響を与えている。このよう
な違いが観察されるため，性別やその他の変数
（職種，地位）などの影響について考察を加え
ることも必要だと思われる。

５４）なお，古川の分析結果の興味深い点は，アメリ
カでの先行研究とは異なりプライバシーを重視
することが必ずしも職場満足につながらない，
という点である。

５５）なお，ここでいうモラールは，「企業に対する帰
属意識」と「意欲」の２次元からなる変数であ
る。
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るホワイト・カラー３１１０人に対して質問票調

査を行なっている５６）。

古川の分析では，ホワイト・カラーの帰属意

識には，オフィスの快適性を示す変数ではな

く，「経営理念への共感度」や「自らの能力の

仕事への貢献度」，「企業イメージの良さ」，「学

習の機会の充実度」などの変数が大きな影響を

与えていることが示されている。回答者全体を

対象とした分析からは，オフィス空間の快適性

や機能性の向上はホワイト・カラーの帰属意識

に大きな影響を与えない，ということが示唆さ

れる。古川は快適性や機能性の影響をさらに考

察すべく，「調査時点から過去２から３年内に

おけるオフィス改革の有無」に着目して回答者

を２群に分割している。その結果，①オフィス

改革未実施群では実施群と比較してオフィスの

快適性に関する変数が帰属意識に大きな影響を

与えていること，②改革実施群では自由な雰囲

気による意見交換やオフィス空間のさらなる改

善が帰属意識を高めていることが明らかになっ

た。このことが意味するのは，①オフィス改革

を実施し快適性を高めることで帰属意識を高め

うる，②オフィス改革を実施した後には，ホワ

イト・カラーたちが経営に参画しているという

意識を持たせることで帰属意識を高めうる，と

いう２点である。すなわち，オフィスの改革自

体を行なうことによって，オフィス・ワーカー

の帰属意識を高めることができるのである。

次に古川は従業員の意欲に影響を与える変数

の考察を行なっている。より具体的には，「自

らの能力の仕事への貢献度」と「学習の機会の

充実度」，「自由な雰囲気での意見交換」，「企業

イメージの良さ」，「経営理念への共感」の順に

意欲に影響を与えていることが明らかになっ

た。ここでもオフィス改革の有無でサンプルを

分けてみると「オフィスの最適配置度」や「オ

フィスの改善点実現度」が，改革未実施群に

とって意欲に影響を与えている要因であること

が示された。これらの発見事実から，古川はホ

ワイト・カラーが意欲を発揮するには，オフィ

ス空間の改善が前提条件となる，と解釈してい

る。

これらの分析結果を踏まえて，古川はオフィ

スの空間改善を通じたモラール向上には，ホワ

イト・カラーの能力発揮の機会としてニューオ

フィス化運動を活用することが有効であると提

唱している。より具体的には以下の段階を経

て，モラールが向上すると古川は想定してい

る。まず，オフィス空間の改善活動にホワイ

ト・カラー自身を参加させ，その過程で，改善

提案を生み出すべく個々人が自らの能力を発揮

しようとし，試行錯誤のプロセスを経て学習を

深める。自らの改善提案が承認された場合，ホ

ワイト・カラーたちは達成感を得ることができ

る。その結果，ホワイト・カラーの意欲が向上

する，という経路である。

つまり，古川（１９９１）からは，①オフィス空

間の改善は，ホワイト・カラーへの企業の帰属

意識を高める効果は確認できるものの，意欲向

上には大きな影響を及ぼしていないことと，②

ホワイト・カラーの意欲を向上させ，モラール

を高めるためには，学習機会や能力開発制度を

提供し，達成感を得る機会が伴わなければなら

ないこと，の２点が明らかにされたのである。

②古川（１９９１）の知見の再検証

古川は同様の問題意識を有した研究を，別の

データ・セットを用いて実施している。古川

（１９９２）では，オフィス環境に関心のあるホワ

イト・カラー３４９６人を対象とした質問票調査

を実施している５７）。まず，回答者のオフィスの

５６）サンプルに対する偏りが存在すると考えられる
ため，同論文における知見を当時の日本企業に
一般的に観察される傾向であると捉えることに
は注意を有する。

５７）古川（１９９２）の研究は，１９９２年２月に行なわれ
たオフィスに関する展示会に参加していたホワ
イト・カラーを対象としている。そのため，回
答者のサンプルに偏りがある可能性があり，論
文内の発見事実を当時の日本企業の一般的な傾
向を反映していると判断するには注意が必要で
あると思われる。
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概況を把握している。回答者の７３．１パーセン

トのオフィスで，何らかの改善が行なわれてい

る。改善があったと回答したうちの８７．２パー

セントが最近３年の間に改善があり，うち

２２．１パーセントが現在も改善が進行中である

としている。オフィス内で改善が進められた項

目としては，OA 機器の充実，オフィス・レイ

アウトの改善，作業スペースの充実が指摘され

ていた。その一方で，騒音や喫煙対策はあまり

進んでいないことが明らかになった５８）。これら

の一般的な状況を踏まえた後に，古川はオフィ

ス改善について，①その効果，②持続期間，③

改善の程度と改善の効果の関係，の３点につい

て検討を加えている。

まず，古川はオフィス改善の効果を具体的に

検討している。寄せられた回答からは，オフィ

スの改善をすることによって，「会社のイメー

ジ向上」，「会社に対する満足度の向上」，「社員

のやる気の向上」，「業務の効率性の向上」で特

に効果が上がったということが明らかになっ

た。しかしながら，「コミュニケーションの促

進」や「アイデアの創出」，「会社に従業員が一

層いたくなる」という点については大きな効果

が見られなかった。

古川は回答者をオフィスの改善の程度に着目

して４つのグループに分けた分析も行なってい

る。ここでいう４つのグループとは，「改善が

大幅に行われた」と「中規模に行われた」，「あ

まり行われなかった」，「全く行われなかった」

というグループを指す。改善が「あまり行われ

なかった」と「全く行われなかった」の２グ

ループに関しては，回答者が配置されているオ

フィスで，改善があった場合に予想される効果

について尋ねている。分析結果からは，実際に

はオフィス改善が行なわれていない場合には，

その改善効果に対する期待が高く，中程度にオ

フィス改善が進んでいる場合には，期待される

ほどの効果が得られていない，ということが明

らかになっている。改善が行なわれたという２

つのグループ間では，「会社のイメージ向上」

には大きな差が見られ，オフィスが大幅に改善

されることによって会社のイメージが向上する

ことが示唆されている。しかし，「従業員のコ

ミュニケーション促進」と「会社に一層いたく

なる」，「より一層のアイデア創出」，「業務の効

率性向上」の４項目に関しては両グループの間

で大きな差はなかった。このことから，オフィ

スの改善が，従業員のコミュニケーションの促

進，アイデア創出など，ニューオフィス化の際

に主張されていた効果をもたらすには，オフィ

ス改革に加えて，何らかの試みが必要であると

古川は主張している。

第２に，古川はオフィス改善の効果の持続期

間について，検討を加えている。大幅にオフィ

スの環境が改善されたグループの最頻値は５年

（中程度の場合３年）。しかし，２０パーセント

程度は１年しか効果が続かないと回答してい

る。このことからも，古川はオフィス空間の改

善では，コミュニケーションの活性化やアイデ

アの創出は，ハード面の改善だけでは期待でき

ないとしている。

この２つの発見事実から，古川はオフィスの

改善効果を持続させ，コミュニケーションの活

性化やアイデアの創出などを実現させるために

は，従業員のオフィスに対する意見を積極的に

聞くことと，オフィスの問題点を見つけ改善し

ていくことが重要であると主張している５９）。よ

５８）オフィス改善の実施状況に関する質問項目は，
OA機器の充実，オフィス・レイアウトの改善，
作業スペースの充実，オフィス家具の改善，リ
フレッシュ・スペースの充実，照明の改善，植
栽・絵画の設置，ファイリング・システムの充
実，空調の改善，喫煙対策，騒音対策からなる。

５９）ただし，従業員のオフィスに対する意見を積極
的に聞くことと，オフィスの問題点を見つけ改
善していくことに関しては，管理職と一般職を
比較すると，前者の意識が低い点に問題がある
と古川は指摘している。また，オフィス改善の
ための専門職の設置や予算の増額という点に関
しても管理職層の意識が低いことも指摘されて
いる。
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り具体的には以下のような因果経路を古川は想

定している。すなわち，「①従業員の意見に耳

を傾けることにより，従業員は改善活動に参加

しているという認知を高める。②その参加の際

に，オフィスの改善提案に関して創造性を発揮

することもある。③その改善提案が周囲から承

認されることで従業員は自信を高め，さらにア

イデアの創出に努める。④このような行動が従

業員のモラールアップにつながる。」という経路

である。すなわち，先に解説を加えた古川自身

による以前の研究（古川，１９９１）と同様の経路

を本研究でも想定しているのである。

この分析の最後に，古川はオフィス改善の程

度（OA 機器の充実，オフィス・レイアウトの

改善，作業スペースの充実などからなる）とオ

フィス改善の効果（コミュニケーション促進，

会社に対する満足度，社員のやる気向上，会社

にいたくなる，アイデア創出，会社イメージ向

上，業務の効率性向上）の相関分析を行なって

いる。その結果，リフレッシュ・スペースや作

業スペースの充実は，オフィス改善効果との間

には有意な関係が見られなかった。このこと

は，これらのスペースを充実させても，コミュ

ニケーションの改善やアイデア創出は実現され

ないということを意味している。オフィス改善

の程度を示す変数のうちオフィス・レイアウト

の改善に注目を向けると，社員のやる気向上と

業務の効率性向上を除く，他の変数と有意な正

の相関が見られた６０）。すなわち，オフィスのレ

イアウトの改善はモラール向上には直結しない

が，会社に対する満足度や会社にいたくなると

いう評価が向上していることから帰属意識が高

まっている可能性が示唆されるのである。

４‐３．オフィス空間の設計とコミュニケーショ

ン

古川による一連の研究は，オフィス空間の設

計とコミュニケーションの関係を考察すること

で結実を迎えている（古川，１９９８）。古川は東

証１部上場企業への質問票調査（１９９６年と１９９７

年の２回）を行ない，オフィスの形態とコミュ

ニケーションについて考察を加えている。オ

フィスの形態として，役員オフィスと管理職オ

フィス，従業員オフィスの３形態を取り上げて

いる６１）。また，コミュニケーションについて

は，水平方向へのフォーマルなコミュニケー

ション，水平方向へのインフォーマルなコミュ

ニケーション，垂直方向へのフォーマルなコ

ミュニケーション，垂直方向へのインフォーマ

ルなコミュニケーションに関しての活性度を尋

ねている６２）。オフィスの形態（３変数）とコ

ミュニケーションの活性度（４変数）について

相関分析を行なった結果，いずれの項目間にも

有意な相関関係は存在しないことが明らかに

なった。このことから，古川はオフィスの形態

６０）騒音対策を行なうことによっても，オフィス・
レイアウトの改善と同様に，やる気や業務の効
率性向上以外の項目を高めることができること
が確認されている。

６１）オフィスの形態は，①完全個室，②個人ごとに
パーティションあり，③部署ごとにパーティ
ションあり，④パーティションなし（おそらく
大部屋のことを指すと思われる），の４点尺度か
らなる変数である。なお，古川の調査からは，
役員クラスを含めて，大部屋形態を使用する企
業が多いことが示されている。ただ，パーティ
ションが全くなく，同一フロアでいくつかの部
署の人が働いているという形態は減少傾向に
あったことも示されている。

６２）コミュニケーションの活性度に関する変数は，
活発でない＝１，非常に活発＝６とする６点尺度
によって測定されている。なお，水平方向のコ
ミュニケーションはフォーマル，インフォーマ
ルともに，１９９６年調査と比較すると１９９７年調査
では活性度が高まっていることが示されてい
る。６点尺度の回答のうち，５と６に回答をした
企業の割合を比較すると，水平方向のフォーマ
ルなコミュニケーションに関しては１９．９パーセ
ントから２２．３パーセントへと，活性度が高いと
する回答者の比率が上昇している。また，水平
方向のインフォーマルなコミュニケーション
は，２２．４パーセントから３０．６パーセントへ上昇
している。その一方で，垂直方向へのフォーマ
ルなコミュニケーションについては４３．３パーセ
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変更だけでは，企業のいずれの方向へのコミュ

ニケーションも活性化しないとしている。

この発見事実に対して，古川はコミュニケー

ションの活性化にはオフィス空間のデザインに

よるのではなく，①管理者によるコミュニケー

ションの創発，②リフレッシュ・スペースを利

用したインフォーマルなコミュニケーションの

創出，の２つが重要であるとしている。以下

で，それぞれ順に確認していこう。

古川は，先に示したコミュニケーションの活

性度を構成する４つの変数間の相関がきわめて

高いことから，いったん何らかのコミュニケー

ションが活性化されると，他のコミュニケー

ションも活性化されることに着目している６３）。

この知見を踏まえ，古川はオフィス空間の設計

変更等の際に，管理者層がコミュニケーション

活性化策を導入することにより，コミュニケー

ションが活性化されると主張している。すなわ

ち，オフィス空間の変更を契機として，管理者

からオフィス・ワーカーに対して組織内の変革

が創始されることを伝達し，コミュニケーショ

ンの活性化を達成しうると古川は考えているの

である６４）。

古川はコミュニケーションの活性化にリフ

レッシュ・スペースを活用することも検討して

いる。リフレッシュ・スペースに多様な部門の

人間が集まってくることで，情報が交換される

と想定しているのである。そこで，古川はリフ

レッシュ・スペースがインフォーマルな情報交

換の場として有用であるかという評価とコミュ

ニケーションの活性度の相関も分析してい

る６５）。結果は，垂直方向のインフォーマルなコ

ミュニケーションの活性度のみ有意な相関関係

が成立していた（相関係数０．１９４，５ パーセン

ト水準で有意）。このことは，リフレッシュ・

スペースは垂直方向のインフォーマルな情報交

換の場となっていることを示している。リフ

ントから３６．０パーセントへと，垂直方向のイン
フォーマルなコミュニケーションに関しては
３７．１パーセントから３８．０パーセントへ変化して
いた。この結果について，古川は調査当時が不
況であり，新規の製品やサービスを創出し需要
を創造するために，組織内で新たな情報の獲得
を試みたことが反映されていると解釈してい
る。垂直方向のコミュニケーションは，組織の
公式の情報流として指示や報告のために利用さ
れることが多く，新たな情報の結合が起こりに
くいと考えられ，活性化しなかったと解釈され
ている。その代わりに水平方向のコミュニケー
ションを活性化させ，異質な情報を求めたと古
川は考えているのである。しかしながら，水平
方向のフォーマルなコミュニケーションを，組
織の公式の情報流を越えて行なうのも難しいた
め，インフォーマルなコミュニケーションから
始めたのだ，と古川は解釈している。また，垂
直方向へのコミュニケーションがそれほど活性
化していない理由として，組織のフラット化が
影響を与えているのではないかとも推測してい
る。

６３）コミュニケーションの活性度に関する４項目の

相関はいずれも高い。とりわけ，水平方向への
インフォーマルなコミュニケーションと垂直方
向へのインフォーマルなコミュニケーションの
相関は高い（相関係数０．６０８，５ パーセント水
準で有意）。このことは，インフォーマルなコ
ミュニケーションが盛んな組織は縦と横の両方
の情報流をインフォーマルに活用していること
を示している。また，フォーマルなコミュニ
ケーションの活性度についても，垂直方向と水
平方向の相関は高い（相関係数０．５６２，５ パー
セント水準で有意）。

６４）古川は本研究においてもモラールについて考察
を加えている。より具体的には，コミュニケー
ションの活性度とモラールの関係を見ていく
と，あらゆる方向のコミュニケーションに関し
て，活発であるほど，従業員モラールは高かっ
たことが明らかになっている。垂直方向と水平
方向ともにインフォーマル・コミュニケーショ
ンではなく，フォーマル・コミュニケーション
の活性度が高い方がモラールを高める傾向があ
ることも明らかになった。このことについて古
川は，組織内で情報の共有が進むと，オフィ
ス・ワーカーの帰属意識が強まり，モラールも
向上する，と解釈している。

６５）１９９７年の調査時点では，６７．２パーセントの企業
が何らかの形でリフレッシュ・スペースを導入
していると回答を寄せている。また，リフレッ
シュ・スペースを導入している企業の６５．１パー
セントがどちらかと言えばインフォーマルな情
報交換に役立っていると回答している。
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社会的な
環境

個々の認知 快適性
機能性

オフィス
空間の物理
的構成要素

職務内容

レッシュ・スペースには多様な部門の人材が集

まり，積極的に情報交換ができる場として利用

されているのではなく，同一部門の人たちが打

ち合わせの場所として使っているのではない

か，と古川は解釈している６６）。

５．１９９０年代までの研究の到達地点と陥穽

５‐１．諸研究の到達地点

本論文は，１９８０年代から１９９０年代末にかけ

ての日本におけるオフィス空間のデザイン研究

が辿り着いた地点を確認し，今後の研究課題を

明らかにすることを目的としてきた。ここまで

本論文で確認してきたように，建築学者や経営

学者たちがこの領域において，実に多様な知見

を生み出してきたのである。

建築学者を中心とする研究では，オフィス空

間の快適性と機能性を構成する次元の探求が行

なわれてきた。彼（女）らの研究は，当時の

ニューオフィス化の影響を大きく受けたものと

考えられる。当時は，ホワイト・カラーの職務

遂行を阻害する要因を除去し，オフィス空間内

の快適性と機能性を実現することに努力が傾注

されていた。それゆえに，多くの研究の焦点

も，オフィス空間の快適性や機能性を構成する

物理的構成要素の解明に向けられてきたのであ

る。彼（女）らの研究の見取り図を描いたもの

が図１である。

すなわち，乾らの研究に見られるように，オ

フィス空間の物理的構成要素がオフィス・ワー

カー個々の環境認知を媒介して，オフィス空間

の快適性や機能性の評価に影響を与える，とい

う経路が明らかにされてきたのである。ここで

注目すべきなのは，建築学者たちによって積み

重ねられてきた研究においては，個人レベルの

環境認知を把握しようとしてきたという点であ

６６）また，リフレッシュ・スペースの活用度とモ
ラールの関係も明らかにしている。１９９６年度の
調査では情報交換の場として役に立っていると
いう場合，モラールの向上と関連が深いことが
明らかにされている。リフレッシュ・スペース
が存在しないとした企業のモラールが最も低
かった。リフレッシュ・スペースは気分転換以
外にもインフォーマルなコミュニケーションが
行なわれると考えられる。こうしたスペースが
ない企業では，従業員が次第にストレスを感じ
るようになり，モラールの低下へとつながって

いくのだろうと古川は解釈している。また，リ
フレッシュ・スペースがあっても，さぼってい
ないかどうか監視しているような企業の場合
は，モラールも高まらないとも古川は主張して
いる。

図１ 建築学者たちの研究の見取り図
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の機会

研究2

企業活動
への参画 達成感 モラール組織への

帰属意識

研究1

研究3

職場満足
オフィス
空間の物理
的構成要素

コミュニ
ケーション
の活性化

①管理者の行
　動
②〈たまり場〉
　の活用

る。個人レベルでの環境認知を把握することに

よって，オフィス・ワーカーの実際の使用状況

を考慮に入れたオフィス空間のデザインが志向

されてきたのである。その他にも，オフィス・

ワーカーの環境認知に影響を与える要因として

人間関係や仕事の進め方といった社会的な環境

や職務の内容による影響も考察されてきたので

ある。このことは，栄 久 庵（１９９１）や 鯨 井

（１９９６）など実務家たちが提唱していた多様な

目的を持つ空間の組み合わせでオフィスが構成

される，という考え方とも整合的な知見であ

る。

一方で，経営学者たちの取り組みはごく少数

の研究者が実証研究を創始したにとどまってい

るものの建築学者たちとは異なる分析アプロー

チを用いて，様々な知見を明らかにしてきた

（古川，２００２，中田，１９９６）。より具体的 に

は，古川による研究が中心的な業績であった。

図２に示されているように古川の研究では，オ

フィス空間そのものへの満足度（研究１），オ

フィス空間のデザインとモラールの関係（研究

２），オフィス空間そのものに対する満足度，オ

フィスの形態とコミュニケーションの関係（研

究３）について考察が加えられてきたのであ

る。研究１で検討を加えられてきた職場満足の

考察は建築学者たちが行なってきたオフィス空

間内の快適性や機能性に関する研究ときわめて

近い枠組みを持つ研究と考えられる。それゆ

え，両研究の知見を活用することによって，オ

フィス空間の快適性や機能性に影響を与える物

理的構成要素の研究をさらに精緻に行なうこと

が期待できる。

古川の研究は職場満足の追究に加えて，建築

学者たちの研究では十分に考慮されることがな

かった個々のオフィス・ワーカーの職務遂行活

動にも注目を向けている。当時はオフィス空間

を快適にし，機能的にすることで，オフィス・

ワーカーの生産性向上が期待されていた。それ

ゆえに，オフィス空間の改善と生産性をつな

ぐ，因果関係の解明が重要視されていたのであ

る。この課題に取り組んだのが古川の研究で

あった。

しかしながら，オフィス空間の改善が生産性

の向上をもたらすという当時想定されていた因

果関係について，古川は懐疑的な見解を提示し

ている。古川は Herzberg の動機づけ衛生理論

（Motivation－Hygiene Theory）を用いて，

オフィス空間の快適性を高めることが，オフィ

図２ 古川の一連の研究の見取り図

２０１３．６ 日本におけるオフィス空間のデザイン研究の変遷 阿部 107107（ ）

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／２０１３　経済学研究Ｖｏｌ．６３，Ｎｏ１／本文／６　０００～０００　阿部様  2013.05.29 14.09.40  Page 107 



ス・ワーカーの生産性の向上につながるわけで

はないと説明している。彼の解釈によると，オ

フィスの快適性や機能性の向上は，Herzberg

の提唱する衛生要因を満たすことにしかならな

い。衛生要因を満たしたとしても不満を解消す

るにすぎず，満足をもたらすわけではないの

で，ある一定値までの生産性向上をもたらすに

過ぎないと考えられるのである。それゆえに，

建築学者たちや実務家の想定の背後に存在して

いる，「快適性の向上が知的生産性の向上をも

たらす」という関係は成立しないと古川は考え

ていたのである。

実際に古川の研究結果からも，オフィス空間

の機能性や快適性を向上させても，モラールや

コミュニケーションの活性化には影響を与えな

いという点が示されていた。ニューオフィス化

の際に想定されていた，オフィスの快適性を高

め，オフィス・ワーカーの生産性を高めるに

は，オフィスの快適性向上に加えて，オフィ

ス・ワーカーの経営への参加や彼（女）らの能

力向上を目的とした施策の導入がより重要であ

る，ということが示されているのである。

５‐２．１９９０年代末までの日本におけるオフィス

空間のデザイン研究の陥穽

ここまで論じてきたように，これら２つの研

究群はニューオフィス化が強く主張された後の

日本のオフィス空間のデザインとオフィス・

ワーカーに与える影響に関して着実な研究業績

を生み出してきた。しかしながら，これらの研

究にもいくつかの課題が残されているのも事実

である。ここでは３つの研究課題を指摘してお

きたい。より具体的には，①オフィス・ワー

カーの相互作用，②パフォーマンス（生産性）

に関する検討，③ハードとソフトの両面を考慮

に入れた研究，の３つである。それぞれ簡単に

説明していこう。

①オフィス・ワーカー間の相互作用

ニューオフィス化が主張された際には，定型

業務は OA 化などにより減らすことができ，

その削減できた時間を創造的な業務に振り向け

ていくことが期待されていた。とりわけ，創造

的な業務を遂行する際には，オフィス・ワー

カー間のコミュニケーションを通じて，新たな

知識やノウハウが生み出されることが重要であ

ると認識されていたように思われる。実務家た

ちの試みでは，オフィス・ワーカーのコミュニ

ケーションを促進する１つの手段としてオフィ

ス空間のデザインの変更も検討されていた。し

かしながら，先に確認したようにオフィス空間

内の快適性や機能性を向上させることに主たる

実証努力が向けられてきた。これらの要因は従

業員の職務遂行を促すのにはきわめて重要な要

因であるけれども，オフィス・ワーカーのコ

ミュニケーション行動に影響を及ぼす要因には

十分な実証努力が向けられて来なかったのであ

る６７）。

さらに，コミュニケーション行動そのものに

着目した研究にも問題が残されている。古川

（１９９８）は，オフィス空間内でのオフィス・

ワーカーのコミュニケーションに注目した数少

ない研究者である。しかし，古川の研究では，

企業の代表者１人に自社のコミュニケーション

の活性度を尋ねているため，個々のオフィス・

ワーカーのコミュニケーション行動をどの程度

正確に測定できているかという点に問題が残る

ように思われる。それゆえに，個々のオフィ

ス・ワーカー・レベルでのコミュニケーション

行動を対象とした研究が必要であると思われ

る。

②パフォーマンス（生産性）に関する検討

１９９０年代末までの研究では，オフィス・

ワーカーのコミュニケーション行動に注目が向

６７）しかしながら，建築学者たちがオフィス・ワー
カーのコミュニケーションに関してまったく注
目を向けてこなかったというわけではない。少
数ながらも実証研究は存在している。たとえ
ば，穐 山・平 山・中 村・乾（１９９３，１９９６），平
山・穐山・中村・乾（１９９３）を参照。
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けられなかっただけではなく，オフィス・ワー

カーたちが職務を通じて達成する成果について

も検討されてはいなかった。すなわち，建築学

者たちによる研究においても，経営学者たちに

よる研究においても，ニューオフィス化の目的

の１つであったオフィス・ワーカーの生産性に

ついては十分な考察が加えられて来なかったの

である６８）。建築学者たちは，オフィス空間の快

適性や機能性が向上すれば，オフィス・ワー

カーの職務遂行が容易になり，生産性が向上す

るという暗黙の前提を置いていたように思われ

る。その一方で，古川は主にオフィス空間の快

適性や機能性の向上とオフィス・ワーカーのモ

ラールの関係を考察してきた。これら２つの研

究群の知見を綜合すると，オフィス空間のデザ

インがモラールに影響を与える因果関係までは

既に解明されていると解釈してよいであろう。

今後は，経営学者たちが積み重ねてきたモラー

ルと生産性に関する先行研究の知見を活用し，

オフィス空間のデザインと生産性に関する統合

的なフレームワークを構築することが必要であ

ると思われる。

③ハードとソフトの両面を考慮に入れた研究

第３の課題は，オフィス空間のハード面とソ

フト面を同時に検討する必要があるということ

である（赤岡，１９８９；古川，１９９９）。これまで

論じてきたように，日本におけるオフィス空間

のデザイン研究では，オフィス空間内の快適性

や機能性をもたらすハード面の整備に主眼が置

かれてきた。しかし，一部の研究が指摘するよ

うに，実際にはそこで活動をする人間の行動面

に対する配慮も必要である。たとえば，赤岡

（１９８９）は，ニューオフィス運動の展開につい

て，技術システムだけではなく社会システムも

考慮に入れる必要性を指摘していた。たとえ

ば，オフィス・ワーカーの生産性を高めること

を目的としてリフレッシュ・スペースが導入さ

れたとしても，組織内でそうした行動が容認さ

れなければ，設計者の意図通りにはオフィス空

間が利用されないことなどが考えられる。それ

ゆえ，今後の研究では，オフィス空間のデザイ

ンに加えて，組織内の規範や組織文化の検討が

必要であると考えられる６９）。

これらの問題を解決するにあたって示唆に富

むのが２０００年代に入ってから取り組まれてき

ているクリエイティブ・オフィスに関する研究

である。より具体的には，建築学をベースとす

る研究者と経営学をベースとする研究者たちが

合流して，知的創造性を高めるオフィスのあり

方について研究を推進している。彼（女）らの

研究では，オフィス・ワーカーたちの生産性や

コミュニケーション活動，組織文化などに注目

が向けられているのである。彼（女）らの研究

によって提出されている知見については稿を改

めて論じることとしたい７０）。
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６８）オフィス空間のデザインを変更する際に，オ
フィス・ワーカーの生産性に注目が向かわな
かった理由として，他にもいくつかの指摘があ
る。古川（２００２）や堤・鳰原（１９８６）が指摘す
るように，ホワイト・カラーの生産性を測定す
ることが難しく，工場の FA化などと比較する
と投資に対する効果を明示できない点も，生産
性に注目が向かわなかった大きな理由であるよ
うに思われる。

６９）中田（１９９２）も，わが国のファシリティ・マネ
ジメントの取り組みを具体的に確認し，ハード
志向ではなく，人間の視点に立ったオフィスの
設計の重要性を指摘している。

７０）本論文では日本の研究に焦点を当てたため，海
外で積み上げられてきた研究知見に関してはカ
バーしていない。オフィス空間のデザインに関
して，海外では実に多様な業績が積み上げられ
てきている。海外での研究については，阿部
（２００６，２０１０）や稲水（２００８），太田（２００８）に
よるレビューが参考になる。
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